騒音規制法・振動規制法・

大阪府生活環境の保全等に関する条例

届出のしおり

「特定施設・届出施設編」
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１　届出の種類
騒音規制法・振動規制法に基づき届出が必要な施設を特定施設といい、大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき届出が必要な施設を届出施設といいます。これらを設置する場合などには届出が必要です。

届出をしなかった場合や虚偽の届出をした場合は、罰則があります。
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※　法（騒）…騒音規制法

法（振）…振動規制法

※　府条例　…大阪府生活環境の保全等の条例
２　届出が必要となる施設
【特定施設】

（１）騒音規制法に基づくもの
	項
	用　　　　途
	施設種類
	規　　　　模

	1
	金属加工機械
	イ
	圧延機械
	原動機の定格出力の合計が22.5キロワット以上のものに限る。

	
	
	ロ
	製管機械
	全て

	
	
	ハ
	ベンディングマシン
	ロール式のものであつて、原動機の定格出力が3.75キロワット以上のものに限る。

	
	
	二
	液圧プレス
	矯正プレスを除く。

	
	
	ホ
	機械プレス
	呼び加圧能力が294キロニュートン以上のものに限る。

	
	
	ヘ
	せん断機
	原動機の定格出力が3.75キロワット以上のものに限る。

	
	
	ト
	鍛造機
	全て

	
	
	チ
	ワイヤーフォーミングマシン
	全て

	
	
	リ
	ブラスト
	タンブラスト以外のものであつて、密閉式のものを除く。

	
	
	ヌ
	タンブラー
	全て

	
	
	ル
	切断機
	といしを用いるものに限る。

	2
	空気圧縮機及び送風機
	原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	3
	土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機
	原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	4
	織機
	原動機を用いるものに限る。

	5
	建設用資材製造機械
	イ
	コンクリートプラント
	気ほうコンクリートプラントを除き、混練機の混練容量が0.45立方メートル以上のものに限る。

	
	
	ロ
	アスファルトプラント
	混練機の混練重量が200キログラム以上のものに限る。

	6
	穀物用製粉機
	ロール式のものであつて、原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	7
	木材加工機械
	イ
	ドラムバーカー
	全て

	
	
	ロ
	チッパー
	原動機の定格出力が2.25キロワット以上のものに限る。

	
	
	ハ
	砕木機
	全て

	
	
	二
	帯のこ盤
	製材用のものにあつては原動機の定格出力が15キロワット以上のもの、木工用のものにあつては原動機の定格出力が2.25キロワット以上のものに限る。

	
	
	ホ
	丸のこ盤
	製材用のものにあつては原動機の定格出力が15キロワット以上のもの、木工用のものにあつては原動機の定格出力が2.25キロワット以上のものに限る。

	
	
	ヘ
	かんな盤
	原動機の定格出力が2.25キロワット以上のものに限る。

	8
	抄紙機
	全て

	9
	印刷機械
	原動機を用いるものに限る。

	10
	合成樹脂用射出成形機
	すべて

	11
	鋳型造型機
	ジョルト式のものに限る。


（２）振動規制法に基づくもの
	項
	用　　　　途
	施設種類
	規　　　　模

	1
	金属加工機械
	イ
	液圧プレス
	矯正プレスを除く。

	
	
	ロ
	機械プレス
	全て

	
	
	ハ
	せん断機
	原動機の定格出力が１キロワット以上のものに限る。

	
	
	二
	鍛造機ホワイヤーフォーミングマシン
	原動機の定格出力が37.5キロワット以上のものに限る。

	2
	圧縮機
	原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	3
	土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機
	原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	4
	織機
	原動機を用いるものに限る。

	5
	コンクリートブロックマシン
コンクリート管製造機械・コンクリート柱製造機械
	コンクリートブロックマシンは原動機の定格出力の合計が2.95キロワット以上のものに限る。
コンクリート管製造機械及びコンクリート柱製造機械は原動機の定格出力の合計が10キロワット以上のものに限る。

	6
	木材加工機械
	イ
	ドラムバーカー
	全て

	
	
	ロ
	チッパー
	原動機の定格出力が2.2キロワット以上のものに限る。

	7
	印刷機械
	原動機の定格出力が2.2キロワット以上のものに限る。

	8
	ゴム錬用又は合成樹脂練用のロール機
	カレンダーロール機以外のもので原動機の定格出力が30キロワット以上のものに限る。

	9
	合成樹脂用射出成形機
	全て

	10
	鋳型造型機
	ジコルト式のものに限る。


【届出施設】
（１）騒音に係る大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づくもの
	項
	用　　　途
	
	施設種類
	規　　　模

	1
	金属加工機械
	イ
	圧延機械
	原動機の定格出力の合計が22.5キロワット以上のものに限る。

	
	
	ロ
	製管機械
	全て

	
	
	ハ
	ベンディングマシン
	ロール式のものであって、原動機の定格出力が3.75キロワット以上のものに限る。

	
	
	二
	ハ以外のベンディングマシン
	ロール式のものに限る。

	
	
	ホ
	液圧プレス
	矯正プレスを除く。

	
	
	へ
	矯正プレス
	全て

	
	
	ト
	機械プレス
	呼び加圧能力が294キロニュートン以上のものに限る。

	
	
	チ
	ト以外の機械プレス
	全て

	
	
	リ
	せん断機
	原動機の定格出力が3.75キロワット以上のものに限る。

	
	
	ヌ
	リ以外のせん断機
	全て

	
	
	ル
	鍛造機
	全て

	
	
	ヲ
	ワイヤーフォーミングマシン
	全て

	項
	用　　　途
	
	施設種類
	規　　　模

	
	
	ワ
	ブラスト
	タンブラスト以外のものであって、密閉式のものを除く。

	
	
	カ
	ワ以外のブラスト
	全て

	
	
	ヨ
	タンブラー
	全て

	
	
	タ
	自動旋盤
	棒材作業用のものに限る。

	
	
	レ
	数値制御フライス盤
	全て

	
	
	ソ
	マシニングセンタ
	全て

	
	
	ツ
	平削盤
	全て

	
	
	ネ
	切断機
	といしを用いるものに限る。

	
	
	ナ
	グラインダー
	工具用及び精密加工用のものを除く。亜鉛版用のもの以外は、二台以上であること。

	
	
	ラ
	自動やすり目立機
	原動機の定格出力が5キロワット以上のものに限る。

	2
	圧縮機及び送風機
	イ
	空気圧縮機及び送風機
	原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	
	
	ロ
	イ以外の空気圧縮機及び送風機
	原動機の定格出力が3.7キロワット以上のものに限る。

	
	
	ハ
	圧縮機
	空気圧縮機以外のものであって、原動機の定格出力が3.7キロワット以上のものに限る。

	3
	粉砕機
	イ
	土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機
	原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	
	
	ロ
	イ以外の土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機
	全て

	
	
	ハ
	穀物用製粉機
	ロール式のものであって、原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	
	
	二
	ハ以外の食品加工用粉砕機
	全て

	
	
	ホ
	その他の用に供する粉砕機
	破砕機及び摩砕機を含む。

	4
	繊維機械
	イ
	織機
	全て

	
	
	ロ
	紡績機械
	全て

	
	
	ハ
	編組機
	全て

	
	
	二
	撚糸機
	全て

	5
	建設用資材製造機械
	イ
	コンクリートプラント
	気ほうコンクリートプラントを除き、混練機の混練容量が0.45立方メートル以上のものに限る。

	
	
	ロ
	イ以外のコンクリートプラント
	全て

	
	
	ハ
	アスファルトプラント
	混練機の混練重量が200キログラム以上のものに限る。

	
	
	二
	ハ以外のアスファルトプラント
	全て

	6
	木材加工機械
	イ
	ドラムバーカー
	全て

	
	
	ロ
	チッパー
	原動機の定格出力が2.25キロワット以上のものに限る。


	項
	用　　　途
	
	施設種類
	規　　　模

	
	
	ハ
	砕木機
	全て

	
	
	二
	帯のこ盤
	製材用のものにあっては原動機の定格出力が15キロワット以上のもの、木工用のものにあっては原動機の定格出力が二2.25キロワット以上のものに限る。

	
	
	ホ
	ニ以外の帯のこ盤
	全て

	
	
	へ
	丸のこ盤
	製材用のものにあっては原動機の定格出力が15キロワット以上のもの、木工用のものにあっては原動機の定格出力が二2.25キロワット以上のものに限る。

	
	
	ト
	へ以外の丸のこ盤
	全て

	
	
	チ
	かんな盤
	原動機の定格出力が2.25キロワット以上のものに限る。

	
	
	リ
	チ以外のかんな盤
	全て

	7
	抄紙機
	全て

	8
	印刷機械
	原動機を用いるものに限る。

	9
	ロール機
	金属及び食品加工用を除く。

	10
	合成樹脂成形加工機械
	イ
	合成樹脂用射出成形機
	全て

	
	
	ロ
	イ以外の合成樹脂成形加工機械
	全て

	11
	鋳型造型機
	ジョルト式のものに限る。

	12
	エヤーハンマ
	全て

	13
	走行クレーン
	吊り上げ能力が5トン以上のものに限る。

	14
	工業用動力ミシン
	三台以上であること。

	15
	紙工機械
	原動機の定格出力の合計が3.7キロワット以上のものに限る。

	16
	遠心分離機
	直径が1.2メートル以上のものに限る。

	17
	集じん装置
	全て

	18
	かくはん機
	原動機の定格出力が3.7キロワット以上のものに限る。

	19
	電気炉
	鉄鋼及び非鉄金属製造用のものに限る。

	20
	ロータリーキルン
	全て

	21
	冷凍機及び空調機
	クーリングタワーを有せず、室外機に圧縮機又は送風機を有するものであって、原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	22
	クーリングタワー 
	原動機の定格出力が2.2キロワット以上のものに限る。

	23
	スチームクリーナー
	原動機の定格出力の合計が7.5キロワット以上のものに限る。

	24
	石材用の切断機及び切削機
	全て

	25
	オイルバーナ
	ロータリーバーナ及びガンタイプバーナを除く。


（２）振動に係る大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づくもの
	項
	用　　　　途
	施設種類
	規　　　　模

	1
	金属加工機械
	イ
	ベンディングマシン
	全て

	
	
	ロ
	液圧プレス
	矯正プレスを除く。

	
	
	ハ
	矯正プレス
	全て

	
	
	ニ
	機械プレス
	全て

	
	
	ホ
	せん断機
	原動機の定格出力が1キロワット以上のものに限る。

	
	
	へ
	ホ以外のせん断機
	全て

	
	
	ト
	鍛造機
	全て

	
	
	チ
	ワイヤーフォーミングマシン
	原動機の定格出力が37.5キロワット以上のものに限る。

	
	
	リ
	チ以外のワイヤーフォーミングマシン
	原動機の定格出力の合計が15キロワット以上のものに限る。

	
	
	ヌ
	平削盤
	全て

	2
	圧縮機
	
	
	原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	3
	粉砕機
	イ
	土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機
	原動機の定格出力が7.5キロワット以上のものに限る。

	
	
	ロ
	イ以外の土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機
	原動機の定格出力が3.7キロワット以上のものに限る。

	
	
	ハ
	その他の用に供する粉砕機
	破砕機及び摩砕機を含む。原動機の定格出力が3.7キロワット以上のものに限る。

	4
	織機
	
	
	原動機を用いるものに限る。

	5
	コンクリート機械
	イ
	コンクリートブロックマシン、コンクリート管製造機械、コンクリート柱製造機械
	コンクリートブロックマシンは原動機の定格出力の合計が2.95キロワット以上のものに限る。
コンクリート管製造機械及びコンクリート柱製造機械は原動機の定格出力の合計が10キロワット以上のものに限る。

	
	
	ロ
	コンクリートプラント
	全て

	6
	木材加工機械
	イ
	ドラムバーカー
	全て

	
	
	ロ
	チッパー
	原動機の定格出力が2.2キロワット以上のものに限る。

	7
	印刷機械
	
	
	原動機の定格出力が2.2キロワット以上のものに限る。

	8
	ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機
	
	
	カレンダーロール機以外のもので原動機の定格出力が30キロワット以上のものに限る。

	9
	合成樹脂成型加工機械
	イ
	合成樹脂用射出成形機
	全て

	
	
	ロ
	イ以外の合成樹脂成形加工機械
	原動機の定格出力の合計が15キロワット以上のものに限る。

	10
	鋳型造型機
	
	
	ジョルト式のものに限る。

	11
	走行クレーン
	
	
	吊り上げ能力が5トン以上のものに限る。

	12
	紙工機械
	
	
	原動機の定格出力の合計が15キロワット以上のものに限る。

	13
	遠心分離機
	
	
	直径が１．２メートル以上のものに限る。


３　届出るときの注意点

（１）届出の省略

騒音規制法に定める特定施設（2ページ参照）を設置している工場・事業場については、騒音に係る条例の届出（3～5ページ参照）は必要ありません。

振動規制法に定める特定施設（3ページ参照）を設置している工場・事業場については、振動に係る条例の届出（6ページ参照）は必要ありません。

ただし、工業専用地域の一部において特定施設を設置する場合には、条例に基づく届出が必要となります。現在、大東市内に工業専用地域はありません。
（２）遅延理由書

設置届出、使用届出、数・使用方法・防止方法の変更届について、届出の時期が遅れた場合は、その理由を示した遅延理由書を提出してください。
例：
	遅延理由書
令和３年２月１０日

大東市長　殿

届出者　東京都○○区△△１－２－３

　　　　株式会社○○△△

　　　　代表取締役　○○　△△
下記の特定施設につきまして、騒音規制法第６条第１項の規定に基づく届出をすべきところを知らず遅延いたしました。
今後このようなことの無きよう十分に注意し、公害の防止を怠らないように努めます。
記
１　特定施設の名称

木材加工機械　　　　ドラムバーカー　　３基
以上




（３）委任状

届出の義務は、工場・事業場に施設を設置する者に課されます。法人であれば、届出者は当該法人の代表者になります。しかし、本社が遠方であるなどの理由により、法人の代表者が届出をすることが困難で、やむをえない場合に限り、代表者の委任を受けた方が届出者になることを認めます。その場合、法人の代表者からの委任状を提出してください。委任を受ける方は、届出をした工場・事業場の運営に関し決定権を有する方に限ります。（例：支店長など）
また、施設の設置工事等を行った業者や設計事務所が届出事務を代行する場合についても、委任状を提出してください。この場合は、届出者は施設を設置した工場・事業場である法人の代表者になります。届出事務を代行した業者は届出者にはなれません。

例：
	委任状
令和３年２月１０日
大東市長　殿
届出者　東京都○○区△△１－２－３
　　　　株式会社○○△△
　　　　代表取締役　○○　△△
株式会社○○△△の以下の事業場・支店の騒音規制法に基づく届出について、下記の者に委任します。
（事業場・支店名）
　　大東工場

（委任されるもの）
住所　大東市谷川５－５－５
氏名　株式会社○○△△　大阪支店
　　　支店長　大東だいとん




４　特定施設設置・使用届出書（騒音規制法・振動規制法）と届出施設設置・使用届出書（大阪府生活環境の保全等に関する条例）について

【届出書の内容】

（１）必要な書類等

	書類の種類
	備　　　考
	説　明

	表紙＋

施設一覧表
	「特定施設設置届出書」
「特定施設使用届出書」
「届出施設設置届出書」
「届出施設使用届出書」
	施設一覧表については特定施設又は届出施設の種類を記載する欄に記載しきれなかった場合、別紙に記載・添付して下さい。
	10～12ページ参照

	添付書類
	①
	工場又は事業場の付近の見取り図
	市街地図のコピーで可。ただし、付近の住宅や工場等の名称や位置関係が判るような縮小のものを用いること。
	―

	
	②
	工場又は事業場の敷地内の建物等の配置図
	
	12ページ参照

	
	③
	特定施設又は届出施設の設置場所を記載した工場又は事業場の平面図
	
	12ページ参照

	
	④
	届出施設の構造概略図
	取扱い説明書等に記載されている図面、無ければ写真
	特定施設については必要ありません。

	その他
	※１
	遅延理由書
	設置等の工事開始予定の30日前より遅れて届出する場合に必要です。
	7ページ参照

	
	※２
	委任状
	届出者の代理の方が届出を行う場合に必要です。
	8ページ参照


（２）届出書の綴じ方
※届出書は同じものを２部提出して下さい。受付・審査後、一部は市で保管し、もう一部は届出者に返却します。大切に保管してください。記載内容はコピーでもかまいません。
[image: image4.bmp]
[image: image5.bmp]





【書類の記入・作成方法】
（１）表紙と施設一覧表

例：
	様式第１

特定施設設置届出書

令和３年２月１０日

大東市長　殿

届出者　住所　大東市谷川５－５－５

　　　　　　　株式会社だいとん

氏名　代表取締役　だいとうはなこ


氏名又は名称及び住所並びに法

人にあつてはその代表者の氏名
騒音規制法第６条第１項

振動規制法第６条第１項の規定により、特定施設の設置について、次のとおり届け出ます。
工場又は事業場の名称
株式会社だいとん　大東工場

（電話番号　072-870-9621）
※整理番号
工場又は事業場の所在地
大東市谷川５－５－５

※受理年月日
年　　月　　日
工場又は事業場の事業内容
金属加工

※施設番号
常時使用する従業員数
５０人

※審査結果
△騒音の防止の方法
別紙のとおり。
※備　　考
振動の防止の方法
別紙のとおり。
特定施設の種類
型式
公称能力
数
使用開始時刻
（時・分）
使用終了時刻
（時・分）
騒音　第1項イ

圧延機械

だいとう製作所製DDDTTT
100ｋW
1
9:00

18:00
備考

１　特定施設の種類の欄には、騒音規制法施行令別表第１に掲げる項番号及びイ、ロ、ハ等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。
２　特定施設の種類の欄には、振動規制法施行令別表第１に掲げる号番号及びイ、ロ、ハ等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。
３　騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、消音器の設置、音源室内の防音措置、遮音塀の設置等騒音の防止に関して講じようとする措置の概要を明らかにするとともに、できる限り図面、表等を利用すること。
４　振動の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、吊基礎、直接支持基礎（板ばね、コイルばね等を使用するもの）、空気ばねの設置等振動の防止に関して講じようとする措置の概要を明らかにするとともに、できる限り図面、表等を利用すること。
５　※印の欄には、記載しないこと。
６　届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。


注１　市に届け出た日付になります。

注２　騒音の防止の方法、振動の防止の方法は、別紙に記載してください。

例：
	騒音：①A工場の壁をすべてロックウール化粧吸音板製防音壁とする。
②窓はすべて二重窓にし、作業中は窓を開けない。

A工場

振動：特定施設の設置場所に防振ゴムを敷く。


機械プレス




注３　1～5ページに記載されている名称

例：
	○

騒音・第２項
空気圧縮機
	×

コンプレッサー


注４　1～5ページに記載されている単位

例：
	○

キロニュートン
	×

トン


注６　施設が多く届出書に書ききれない場合は、同様の内容の一覧表を作成し、別に添付してください。
例：
	特定施設の種類
	型式
	公称能力
	数
	使用開始時刻
	使用終了時刻

					（時・分）
	（時・分）

	騒音　第１項イ

圧延機械

	㈲▲▲製作所製AK22型

	30ｋW

	１

	９：００

	１８：００


						
						

	


（２）工場又は事業場の敷地内の建物等の配置図
特定施設又は届出施設の設置場所を記載した工場又は事業場の平面図
例（添付書類②と③を同一図面とした場合）：
	




５　特定施設の種類ごとの数変更届出書（騒音規制法）と特定施設の種類及び能力ごとの数変更届出書（振動規制法）、届出施設数変更届出書（大阪府生活環境の保全等に関する条例）について
【届出書の内容】

（１）必要な書類等

	書類の種類
	備　　　考
	説　明

	表紙＋

施設一覧表
	「特定施設の種類ごとの数変更届出書」

「特定施設の種類及び能力ごとの数変更届出書」

「特定施設の使用方法の変更届出書」

「届出施設数変更届出書」
	施設一覧表については特定施設又は届出施設の種類を記載する欄に記載しきれなかった場合、別紙に記載・添付して下さい。
	15～16ページ参照

	添付書類
	①
	工場又は事業場の付近の見取り図
	市街地図のコピーで可。ただし、付近の住宅や工場等の名称や位置関係が判るような縮小のものを用いること。
	―

	
	②
	工場又は事業場の敷地内の建物等の配置図
	
	12ページ参照

	
	③
	特定施設又は届出施設の設置場所を記載した工場又は事業場の平面図
	
	12ページ参照

	
	④
	届出施設の構造概略図
	取扱い説明書等に記載されている図面、無ければ写真
	特定施設については必要ありません。

	その他
	※１
	遅延理由書
	設置等の工事開始予定の30日前より遅れて届出する場合に必要です。
	7ページ参照

	
	※２
	委任状
	届出者の代理の方が届出を行う場合に必要です。
	8ページ参照


（２）届出書の綴じ方
※届出書は同じものを２部提出して下さい。受付・審査後、一部は市で保管し、もう一部は届出者に返却します。大切に保管してください。記載内容はコピーでもかまいません。






【届出の必要性】
（１）特定施設の種類ごとの数変更届出書

　　　→「騒音規制法」によるものです。

　　　　種類ごとの数を　①減少

　　　　　　　　　　　　②届出数の二倍以内の数に増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する場合は変更届は不要です。

（２）特定施設の種類及び能力ごとの数変更届出書・特定施設の使用方法の変更届出書
　　　→「振動規制法」によるものです。

　　　　①種類及び能力ごとの数を増加しない

　　　　②振動の大きさの増加を伴わない

　　　　③使用時刻の繰り上げ又は終了時刻の繰り下げを伴わない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場合は変更届は不要です。

（３）届出施設数変更届出書

　　　→「大阪府生活環境の保全等に関する条例」によるものです。

　　　　騒音に係る施設
　　　　種類ごとの数を　①減少

　　　　　　　　　　　　②届出数の二倍以内の数に増加

　　　　振動に係る施設
　　　　種類及び能力ごとの数を増加しない場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　は変更届は不要です。
（例１）
	変更前

機械プレス2940ｋN　１台

せん断機　　　５kw　１台

	
	変更後

機械プレス2940ｋN　２台

機械プレス1960ｋN　２台

せん断機　　５ｋｗ　０台


①騒音規制法に基づく「特定施設の種類ごとの数変更届出書」が必要
機械プレスについて、１台から4台に増加しているため。
（種類ごとの数が二倍を超えて増加しているため。）
※なお、せん断機については、数が減少しているので届出は不要であるが、工場全体の施設の設置状況を把握するため、届出書には記入してください。（次ページ記入例参照）
②振動規制法に基づく「特定施設の種類及び能力ごとの数変更届出書」が必要
300トンの機械プレスについて、1台から２台に増加

200トンの機械プレスについて、０台から２台に増加

（種類及び能力ごとの数が１台でも増加すれば届出が必要。）

（例２）
	変更前

せん断機３０ｋW　１台
使用時刻９：００～１７：００
	
	変更後

せん断機３０ｋW　2台
使用時刻９：００～１８：００


①騒音規制法に基づく「特定施設の種類ごとの数変更届出書」は不要。
（種類ごとの数が二倍を超えて増加していないため。3台を超え増えたら必要。）
②振動規制法に基づく「特定施設の種類及び能力ごとの数変更届出書」が必要。
（種類及び能力ごとの数が１台でも増加すれば届出が必要。）
③振動規制法に基づく「特定施設の使用方法の変更届出書」が必要。

　（使用時刻が延長しているため。）
【書類の記入・作成方法】
（１）表紙と施設一覧表

例：
	様式第３

特定施設の種類ごとの数変更届出書

特定施設の種類及び能力ごとの数変更届出書

特定施設の使用の方法変更届出書

令和３年２月１０日

大東市長　殿

届出者　住所　大阪市○○区▲▲町１－２－３
　　　　　　　○×製作所株式会社

氏名　代表取締役　○○　▲▲
氏名又は名称及び住所並びに法

人にあつてはその代表者の氏名
騒音規制法第８条第１項の規定により、特定施設の種類ごとの数

振動規制法第８条第１項の規定により、特定施設の種類及び能力ごとの数の変更　について次のとおり届け出ます。

特定施設の使用の方法

工場又は事業場の名称

○×製作所　大東工場

（電話番号　072-000-0000）

※整理番号

工場又は事業場の所在地

大東市谷川３－３－２

※受理年月日

年　　月　　日


※施設番号

※審査結果

※備　　考

特定施設の種類

型式

公称能力

数

使用開始時刻

使用終了時刻

変更前
変更後
変更前（時・分）
変更後

（時・分）
変更前（時・分）
変更後

（時・分）
騒音第1項ホ
振動第１項ロ
機械プレス

(有)○○製作所製パワープレス

2940ｋN

1

2

８：００

８：００

１７：００

１７：００

騒音第1項ホ
振動第１項ロ
機械プレス
(有)○○製作所製パワープレス

1960ｋN

0

2

―

８：００

―

１７：００

騒音第1項へ

せん断機
㈱▲▲製サークルクラッシャー

5ｋW

1

0

８：００

―

１７：００

―

備考

１　特定施設の種類ごとの数に変更がある場合であつても、騒音規制法第８条第１項ただし書の規定により届出を要しないこととされるときは、当該特定施設の種類については、記載しないこと。

２　特定施設の種類及び能力ごとの数又は特定施設の使用の方法に変更がある場合であつても、振動規制法第８条第１項ただし書の規定により届出を要しないこととされるときは、当該特定施設の種類については、記載しないこと。

３　特定施設の種類の欄には、騒音規制法施行令別表第１に掲げる項番号及びイ、ロ、ハ等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。

４　特定施設の種類の欄には、振動規制法施行令別表第１に掲げる号番号及びイ、ロ、ハ等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。

５　※印の欄には、記載しないこと。

６　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


注１、３、４　11ページを参照してください。
注２　該当しない法令等がある場合は取り消してください。

注５　どのように施設を変更したのか、全体像がつかめるように記入してください。

直前の届出の際には、計上されていなかった施設（もともと無かった施設）や、直前の届出の際では計上したが今回の届出の際には無くなっている施設（廃棄した施設）についても記入してください。届出は工場全体で、施設がどのように増減したかで届出が必要かどうか、騒音・振動が増減するかどうかを判断します。
注６　使用開始時刻や終了時刻の変更は、特定施設の使用の方法変更届出になります。
注７　施設が多く届出書に書ききれない場合は、同様の内容の一覧表を作成し、別に添付してください。 
例：
	特定施設の種類

型式

公称能力

数

使用開始時刻

使用終了時刻

変更前
変更後
変更前
（時・分）
変更後

（時・分）
変更前
（時・分）
変更後

（時・分）
騒音　第７項ハ

砕木機
○×木材加工㈱製
３０ｋW
０
１
－
９：００
－
１７：００
騒音　第７項ニ

帯のこ盤

（製材用）
㈲△△機械製
１５ｋW
１
３
９：００
９：００
１７：００
１７：００
騒音　第７項ホ

丸のこ盤

（製材用）
㈲△△機械製
１５ｋW
２
５
９：００
９：００
１７：００
１７：００



（２）工場又は事業場の敷地内の建物等の配置図
特定施設又は届出施設の設置場所を記載した工場又は事業場の平面図
12ページを参照してください。
６　騒音の防止の方法変更届出書（騒音規制法）と振動の防止の方法変更届出書（振動規制法）、騒音等防止方法変更届出書（大阪府生活環境の保全等に関する条例）について

【届出書の内容】

（１）必要な書類等

	書類の種類
	備　　　考
	説　明

	表紙＋

施設一覧表
	「騒音の防止の方法変更届出書」

「振動の防止の方法変更届出書」

「騒音等防止方法変更届出書」
	施設一覧表については特定施設又は届出施設の種類を記載する欄に記載しきれなかった場合、別紙に記載・添付して下さい。
	18～19ページ参照

	添付書類
	①
	工場又は事業場の付近の見取り図
	市街地図のコピーで可。ただし、付近の住宅や工場等の名称や位置関係が判るような縮小のものを用いること。
	―

	
	②
	工場又は事業場の敷地内の建物等の配置図
	
	12ページ参照

	
	③
	特定施設又は届出施設の設置場所を記載した工場又は事業場の平面図
	
	12ページ参照

	
	④
	届出施設の構造概略図
	取扱い説明書等に記載されている図面、無ければ写真
	特定施設については必要ありません。

	その他
	※１
	遅延理由書
	設置等の工事開始予定の30日前より遅れて届出する場合に必要です。
	7ページ参照

	
	※２
	委任状
	届出者の代理の方が届出を行う場合に必要です。
	8ページ参照


（２）届出書の綴じ方
※届出書は同じものを２部提出して下さい。受付・審査後、一部は市で保管し、もう一部は届出者に返却します。大切に保管してください。記載内容はコピーでもかまいません。






【書類の記入・作成方法】
（１）表紙と施設一覧表

例：
	[image: image1.emf]様式第４     騒音の防止の方法変更届出書   振動の防止の方法変更届出書     令和 ４ 年 ３ 月 ２５ 日     大東市長   殿   届出者   住所 大阪市○○区▲▲町１－２－３   氏名 ○×製作所株式会社   代表取締役   ○○   ▲▲   氏名又は名称及び住所並びに法   人にあつてはその代表者の氏名     騒音規制法第 ８ 条第 １ 項の規定により、騒音の防止の方法の変更について、   振動規制法第 ８ 条第 １ 項の規定により、振動の防止の方法の変更について、 次のとおり届け出ます。    

工場又は事業場の名称  ○×製作所   大東工場   （ 電話 番号 072 - 000 - 0000 ）  ※整理番号   

工場又は事業場の所在 地  大東市谷川３－３－２  ※受理年月日   

△騒音の防止の方法   振動の防止の方法  変更前  変更後  ※施設番号   

別紙のとおり。  ※審査結果   

※備    考   

備考   １   騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、かつ、できる限り、図面、表等を 利用すること。また、変更前及び変更後の内容を対照させること。   ２   振動の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、吊基礎、直接支持基礎（板ば ね、コイルばね等を使用するもの）、空気ばねの設置等振動の防止に関して講じようとする措置の概 要を明らかにするとともに、できる限り図面、表等を利用すること。   ３   ※印の欄には、記載しないこと。   ４   届出書及び 別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本産業 規格 Ａ４ とする こと。    




注１、２　該当しない方を削除してください。騒音と振動について、同時に届出をしていただくことも可能です。
注３　騒音の防止の方法、振動の防止の方法は、別紙に記載してください。また、変更前と変更後の内容を対照させてください。
例：
	変更前

①工場のすべての壁に吸音材シートを張る。

	変更後

①工場のすべての壁に吸音材シートを張る。

②集じん機の周りに防音シートのカーテンを取り付ける。


（２）工場又は事業場の敷地内の建物等の配置図
特定施設又は届出施設の設置場所を記載した工場又は事業場の平面図
12ページを参照してください。

７　氏名等変更届出書（騒音規制法・振動規制法・大阪府生活環境の保全等に関する条例）について
例：
	[image: image2.emf]氏   名   等   変   更   届   出   書   令和４ 年 ３ 月 ２５ 日     大   阪   府   知   事   様     大   東   市   長   届出者   住所 大阪市○○区▲▲町１－２－３   氏名 ダイトンファクトリー 株式会社   代表取締役   ○○   ▲▲                                  （法人にあっては、名称及び代表者の氏名）     （ □氏   名    ☑ 名   称     □住   所    ☑ 所在地）   に変更があったので、       □大気汚染防止法第 11 条（ 第 17 条の 13 第 2 項 、第 18 条の 13 第 2 項   及び 第 18 条の 36 第 2 項において準用する場合を含む ）     □水質汚濁防止法第 10 条     □瀬戸内海環境保全特別措置法第９条     ☑ 騒音規制法第 10 条                                 の規定により、次のとおり届け出ます。     □振動規制法第 10 条     □ダイオキシン類対策特別措置法第 18 条     □ 大阪府生活環境の保全等に関する条例第 30 条     □ 大阪府生活環境の保全等に関する条例 第 31 条     □大阪府生活環境の保全等に関する条例 第 57 条     □大阪府生活環境の保全等に関する条例 第 91 条（□騒音   □振動）    

ふりがな   工場又は事業場（工 場等）の名称    だいとんせいさくしょ   ダイトン ファクトリー 本社 工場  ※整理番号   

※受理年月日  府    年    月    日  

（ 電話番号   072 - 870 - 9621 ）  

工場又は事業場（工 場等）の所在地  （ 郵便番号   574 - 8555 ）     大東市 谷川 １－１－１   市町村    年    月    日  

※施設番号   

変更の 内   容  変   更   前  ダイトン 製作所   大東市 谷川 ３－３－３  ※備    考   （ 受付 印等）  （大阪府）  

変   更   後  ダイトンファクトリー 株式会社   大東市 谷川 １－１－１  

変   更   年   月   日  令和 ４ 年 ３ 月 １ 日   （市町村）  

変   更   の   理   由  法人 名称 変更   所在地 変更  

備考   １   騒音・振動関係については、工場等の所在地欄に用途地域を記載すること 。       ２   ※印の欄には、記載しないこと。        




注１、２　氏名等変更届出書は、変更後でないと受付はできません。（変更する前の提出はできません。）

※施設を設置している工場の移転（引越し）は、所在地の変更ではなく、使用全廃届出書を提出し、移転先で設置届出書を提出してください。
※届出書は同じものを２部提出して下さい。受付・審査後、一部は市で保管し、もう一部は届出者に返却します。大切に保管してください。記載内容はコピーでもかまいません。

８　特定施設使用全廃届出書（騒音規制法・振動規制法）、届出施設使用全廃届出書（大阪府生活環境の保全等に関する条例）について
例：

	様式第７

特定施設使用全廃届出書

令和４年３月２５日

大東市長　殿

届出者　住所大東市谷川１－１－１
氏名ダイトンファクトリー株式会社

代表取締役　○○　▲▲

　　　　氏名　　

氏名又は名称及び住所並びに法

人にあつてはその代表者の氏名

特定施設のすべての使用を廃止したので、騒音規制法第１０条の規定により、次のとおり届け出ます。
振動規制法第１０条の規定により、

工場又は事業場の名称

ダイトンファクトリー本社工場

（電話番号072-000-0000）
※整理番号

工場又は事業場の所在地

大東市谷川１－１－１
※受理年月日

年　　月　　日

使用全廃の年月日

令和４年３月3日

※施設番号

使用全廃の理由

移転

※備考

備考

１　※印の欄には、記載しないこと。

２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。




注１、２　特定施設使用全廃届出書、届出施設使用全廃届出書は、使用全廃後でないと受付はできません。（使用全廃する前の提出はできません。）

９　承継届出書（騒音規制法・振動規制法・大阪府生活環境の保全等に関する条例）について
例：

	[image: image3.emf]承   継   届   出   書   令和４ 年 ３ 月 ２５ 日     大   阪   府   知   事   様   大   東   市   長   届出者   住所 大東市谷川１－１－１   氏名 ダイトンファクトリー株式会社   代表取締役   ○○   ▲▲                               （法人にあっては、名称及び代表者の氏名）   □ばい煙発生施設   □ 一般粉じん発生施設   □ 特定粉じん発生施設   □揮発性有機 化合 物排出施設         に係る届出者の地位を承継したので、   □水銀排出施設   ☑ 特定施設   □ 有害物質貯蔵指定施設   □届出施設   □届出工場等       □大気汚染防止法第 12 条第３項（ 第 17 条の 13 第 ２ 項 、 第 18 条の 13 第２項   及び第 18 条の 3 6 第２項 において準用する場合を含む。）   □水質汚濁防止法第 11 条第３項   □瀬戸内海環境保全特別措置法第 10 条第３項   ☑ 騒音規制法第 11 条第３項                                                の規定により、次のとおり届け 出ます。   □振動規制法第 11 条第３項                                             □ダイオキシン類対策特別措置法第 19 条第３項   □大阪府生活環境の保全等に関する条例第 34 条   □ 大阪府生活環境の保全等に関する条例 第 58 条第３項   □ 大阪府生活環境の保全等に関する条例 第 92 条第３項     （ □騒音   □振動 ）    

ふりがな   工場又は事業 場   の   工場 等   名称    だいとんふぁくとりーほんしゃこうじょう   ダイトンファクトリー本社工場  ※整理番 号   

※受理年 月日  府  年    月    日  

（電話番号   072 - 870 - 9621 ）  

工場又は事業 場   の   工場 等   所在地  （郵便番号   574 - 8555 ）     大東市谷川１－１－１   市町村  年    月    日  

※施設番 号     工場番 号等   

施設の種類  騒音   第１項イ   圧延機械  

※備    考   （収受印 等）  （大阪府）  

施設の設置場所  別紙のとおり  

承継の年月日  令和 ４ 年 ３ 月 ２５ 日  

被 承 継 者  氏名（法人にあっ ては、名称）  ○×製作所  

（市町村）  

住   所  大東市谷川 1 －１－１  

承継の原因  〇 × 製作所 の 移転 に よ る 。  

 

参考事項 （被承継者 が 届出 し た 内容 を記載すること）  

被承継工場又は事業場の名称  特定施設 使用廃止 届出書  

  備考   １   水質 関係（条例対象）については、 施設の種類の欄には、大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則別表 第 10 に掲げる号 番号及び名称を記載すること。       ２   水質汚濁防止法第５条第３項の規定による届出のあ っ た施設の承継の届出である場合には、施設の種類の欄 には記載しないこと。       ３   施設の設置場所の欄の記載については、できる限り図面等を利用して、承継した届出施設を明示すること。       ４   大気関係については、裏面にも記載すること 。       ５   騒音・振動関係については、工場等の所在地欄に用途地域を記載すること。       ６   ※印の欄には、記載しないこと。  




注１、４　承継届出書は、承継後でないと受付はできません。（承継する前の提出はできません。）

注２　新しい届出者
注３　新しい届出者の工場の名称

注５　もとの届出者
大東市環境課　電話：０７２－８７２－２１８１（内線：３１７５，３１７６、３１７９）
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